
高知市公共調達条例新旧対照表 

旧 新 

(定義) 

第2条 この条例において，次の各号に掲げる用語の意義は，それぞれ当

該各号に定めるところによる。 

(定義) 

第2条 この条例において，次の各号に掲げる用語の意義は，それぞれ当

該各号に定めるところによる。 

(1) 公共調達 本市が支出負担行為に基づき行う工事，役務，物件

等の調達をいう。 

(1) 公共調達 市が工事の請負契約，業務の委託に関する契約，物件

の買入れに関する契約その他の契約及び公の施設の管理に関する協

定に基づき行う工事，役務，物件等の調達をいう。 

(2) (略) 

(3) 下請負者 下請その他いかなる名称によるかを問わず，本市以外

の者から公共調達の一部について請け負う者をいう。 

(4)・(5) (略) 

(2) (略) 

(3) 下請負者 下請その他いかなる名称によるかを問わず，市以外の

者から公共調達の一部について請け負う者をいう。 

(4)・(5) (略) 

(労働報酬下限額) 

第7条 市長は，毎年，公共調達のうち次の各号に掲げる契約の種類ごと

に当該各号に定める者（以下「対象労働者」という。）に対して支払わ

れるべき1時間当たりの労働報酬（賃金又は請負代金のうち規則及び地

方公営企業法（昭和27年法律第 292号）第10条に規定する企業管理規

程（以下「規則等」という。）で定めるものをいう。以下同じ。）の下

限の額（以下「労働報酬下限額」という。）を定めるものとする。 

(労働報酬下限額) 

第7条 市長は，毎年，公共調達のうち次の各号に掲げる契約の種類ごと

に当該各号に定める者（以下「対象労働者」という。）に対して支払わ

れるべき1時間当たりの労働報酬（賃金又は請負代金のうち規則及び地

方公営企業法（昭和27年法律第 292号）第10条に規定する企業管理規

程（以下「規則等」という。）で定めるものをいう。以下同じ。）の下

限の額（以下「労働報酬下限額」という。）を定めるものとする。 

(1) 予定価格150,000,000円以上の工事の請負契約（以下「特定工事請

負契約」という。） 次に掲げる者であって市が工事費の積算に用い

る公共工事設計労務単価に掲げる職種に係る作業に従事するもの 

(1) 予定価格150,000,000円以上の工事の請負契約（以下「特定工事請

負契約」という。） 次に掲げる者であって市が工事費の積算に用い

る公共工事設計労務単価に掲げる職種に係る作業に従事するもの 

ア 労働基準法（昭和 22年法律第 49号）第9条に規定する労働者（

同居の親族のみを使用する事業又は事務所に使用される者及び家事

使用人を除く。以下同じ             。）であっ

て特定工事請負契約に係る作業に従事するもの 

ア 労働基準法（昭和 22年法律第 49号）第9条に規定する労働者（

規則等で定める者                      

   を除く。以下この項において「労働者」という。）であっ

て特定工事請負契約に係る作業に従事するもの 

イ (略) イ (略) 



(2) 予定価格5,000,000円以上の業務の委託に関する契約のうち規則等

で定めるもの又は地方自治法（昭和 22年法律第67号）第244条の2

第3項の規定により市の指定を受けたもの（以下「指定管理者」とい

う。）と締結する公の施設の管理に関する協定（以下「特定業務委託

契約」という。） 労働者                  

                               

                               

    であって特定業務委託契約に係る作業に従事するもの 

(2) 予定価格5,000,000円以上の業務の委託に関する契約のうち規則等

で定めるもの又は地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 244条の 2

第3項の規定により市の指定を受けたもの（以下「指定管理者」とい

う。）と締結する公の施設の管理に関する協定（以下「特定業務委託

契約」という。） 労働者（労働者派遣事業の適正な運営の確保及

び派遣労働者の保護等に関する法律（昭和 60年法律第 88号。以下

「労働者派遣法」という。）第 2条第2号に規定する派遣労働者を含

む。）であって特定業務委託契約に係る作業に従事するもの 

2 労働報酬下限額は，次の各号に掲げる契約の種類ごとに当該各号に定

める額             その他の事情を勘案して定めるも

のとする。 

2 労働報酬下限額は，次の各号に掲げる契約の種類ごとに当該各号に定

める額，市内の労働者の賃金の実態その他の事情を勘案して定めるも

のとする。 

(1) 特定工事請負契約 市が工事費の積算に用いる公共工事設計労務

単価において職種ごとの単価として定められた金額        

              

(1) 特定工事請負契約 市が工事費の積算に用いる公共工事設計労務

単価において職種ごとの単価として定められた金額及び特定業務委

託契約に係る労働報酬下限額 

(2) 特定業務委託契約 生活保護法（昭和25年法律第144号）第8条

第1項に規定する厚生労働大臣の定める基準において本市に適用され

る額 

(2) 特定業務委託契約 国民生活基礎調査規則（昭和 61年厚生省令第

39号）第1条に規定する国民生活基礎調査等に基づく貧困線の額，

最低賃金法（昭和34年法律第 137号）第 9条第1項に規定する地域

別最低賃金及び生活保護法（昭和 25年法律第144号）第 8条第1項

に規定する厚生労働大臣の定める基準において本市に適用される額 

3・4 (略) 3・4 (略) 

(特定工事請負契約等の内容) 

第8条 市長又は公営企業管理者（以下「市長等」という。）が締結する

特定工事請負契約又は特定業務委託契約においては，次の事項を定める

ものとする。 

(特定工事請負契約等の内容) 

第8条 市長又は公営企業管理者（以下「市長等」という。）が締結する

特定工事請負契約又は特定業務委託契約においては，次の事項を定める

ものとする。 

(1) 受注者（特定工事請負契約又は特定業務委託契約を市長等と締結

したものをいう。以下同じ。）は，対象労働者の氏名，従事する職

種，従事した時間，労働報酬の額及び支払われるべき日その他規則等

で定める事項を記載した台帳（以下「台帳」という。）を   ，

(1) 受注者（特定工事請負契約又は特定業務委託契約を市長等と締結

した事業者をいう。以下同じ。）は，対象労働者の氏名，従事する

職種，従事した時間，労働報酬の額及び支払われるべき日その他規則

等で定める事項を記載した台帳（以下「台帳」という。）を作成



当該対象労働者の同意を得て作成し，事業場その他適当な場所に備

え置くこと。 

し，当該対象労働者の同意を得て   ，事業場その他適当な場所

に備え置くこと。 

(2)～(4) (略) (2)～(4) (略) 

(5) 受注者は，対象労働者に労働報酬が支払われるべき日において，

支払われるべき当該労働報酬が支払われていない場合にあっては労働

報酬下限額に当該労働に従事した時間数として規則等で定める方法に

より算定する時間数を乗じて得た額（以下「基準額」という。）を，

支払われた当該労働報酬の額が基準額を下回る場合にあってはその差

額を，当該日から起算して規則等で定める期間を経過する日までに，

当該対象労働者が受け取ることができるようにすること。ただし，当

該基準額又は当該差額のうち当該対象労働者に支払われないことに正

当な理由があると認められる部分については，この限りでないこと。 

(5) 受注者が対象労働者に支払う労働報酬の額は，労働報酬下限額に

当該労働に従事した時間数として規則等で定める方法により算定する

時間数を乗じて得た額（以下「基準額」という。）を下回らないこ

と。 

(6) (略) (6) (略) 

(新設) (7) 受注者は，特定工事請負契約若しくは特定業務委託契約の内容の

一部を下請負者に請け負わせるとき，又は特定業務委託契約に係る作

業に従事させるため第三者から労働者派遣（労働者派遣法第 2条第 1号

に規定する労働者派遣をいう。）の役務の提供を受ける場合は，当該

下請負者又は第三者（以下「受注関係者」という。）に，対象労働者

に支払う労働報酬の額が基準額を下回らないこと，台帳を作成し，そ

の写しを受注者に提出することその他の市長等が別に定める事項を遵

守することを誓約する書面（以下「誓約書」という。）を市長等に提

出させること。 

(新設) (8) 受注者は，受注関係者から誓約書に基づき台帳の写しの提出があ

ったときは，市長等が指定する期日までに当該写しを市長等に提出す

ること。 

(7) (略) (9) (略) 



(8) 第10条第1項又は第 2項の規定による報告若しくは資料の提出又

は立入調査の結果，受注者が前各号        に掲げる事項に

違反していると市長等が認め，当該違反を是正するために必要な措置

を講ずるよう求められたときは，受注者は，速やかに是正の措置を講

ずるとともに，当該措置の内容を市長等が指定する日までに市長等に

報告すること。 

(10) 第10条第1項又は第 2項の規定による報告若しくは資料の提出

又は立入調査の結果，受注者が第1号から第 8号までに掲げる事項に

違反していると市長等が認め，当該違反を是正するために必要な措置

を講ずるよう求められたときは，受注者は，速やかに是正の措置を講

ずるとともに，当該措置の内容を市長等が指定する日までに市長等に

報告すること。 

(9) 市長等は，受注者が第 10条第1項の規定による報告若しくは資料

の提出をせず，若しくは虚偽の報告若しくは虚偽の資料の提出をし，

同項の規定による立入調査を拒み，妨げ，若しくは忌避し，前号の必

要な措置を講じず，又は同号の報告をせず，若しくは虚偽の報告をし

たときは，特定工事請負契約又は特定業務委託契約の解除をすること

ができること。ただし，指定管理者と締結する公の施設の管理に関す

る協定にあっては，市は，その指定を取り消し，又は期間を定めて管

理の業務の全部若しくは一部の停止を命ずることができること。 

(11) 市長等は，次のいずれかに該当するときは，特定工事請負契約

又は特定業務委託契約の解除をすることができること。ただし，指定

管理者と締結する公の施設の管理に関する協定にあっては，市は，そ

の指定を取り消し，又は期間を定めて管理の業務の全部若しくは一部

の停止を命ずることができること。 

(新設) ア 受注者が第10条第1項の規定による報告若しくは資料の提出を

せず，若しくは虚偽の報告若しくは虚偽の資料の提出をし，又は同

項の規定による立入調査を拒み，妨げ，若しくは忌避したとき。 

(新設) イ 受注者が前号の必要な措置を講じず，又は同号の報告をせず，若

しくは虚偽の報告をしたとき。 

(新設) ウ 受注関係者から誓約書が提出されなかったとき。 

(新設) エ 受注者が第8号の台帳の写しを提出しなかったとき。 

(10) (略) (12) (略) 

(対象労働者の申出) 

第9条 対象労働者は，労働報酬が支払われるべき日において，支払われ

るべき当該労働報酬が支払われていないとき，又は支払われた当該労働

報酬の額が基準額を下回るときは，市長等又は受注者        

  にその旨の申出をすることができる。 

(対象労働者の申出) 

第9条 対象労働者は，労働報酬が支払われるべき日において，支払われ

るべき当該労働報酬が支払われていないとき，又は支払われた当該労働

報酬の額が基準額を下回るときは，市長等又は受注者若しくは受注関

係者にその旨の申出をすることができる。 



(立入調査等) 

第10条 市長等は        ，対象労働者から前条の申出があっ

たとき，又は特定工事請負契約若しくは特定業務委託契約に定める第8

条第1号から第8号までに掲げる事項の履行状況を確認する必要がある

と認めるときは，  受注者に対し，必要な報告若しくは資料の提出

を求め，又は市の職員に，  受注者の事業場に立ち入り，必要な調

査をさせることができる。 

(立入調査等) 

第10条 市長等は，受注者について，対象労働者から前条の申出があっ

たとき，又は特定工事請負契約若しくは特定業務委託契約に定める第 8

条第1号から第8号までに掲げる事項の履行状況を確認する必要がある

と認めるときは，当該受注者に対し，必要な報告若しくは資料の提出

を求め，又は市の職員に，当該受注者の事業場に立ち入り，必要な調

査をさせることができる。 

2 市長等は，前項の規定による報告若しくは資料の提出又は立入調査の

結果，必要                    があると認める

ときは，対象労働者を使用する者その他の関係者（受注者を除く。以下

「使用者等」という。）に対し，必要な報告若しくは資料の提出を求

め，又は市の職員に，使用者等の   事業場に立ち入り，必要な調

査をさせることについて，協力を求めることができる。 

2 市長等は，受注関係者について，対象労働者から前条の申出があった

とき，又は誓約書に係る事項の履行状況を確認する必要があると認め

るときは，当該受注関係者                   

             に対し，必要な報告若しくは資料の提出を

求め，又は市の職員に，当該受注関係者の事業場に立ち入り，必要な

調査をさせる             ことができる。 

3・4 (略) 3・4 (略) 
 


